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１．監査とは ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

市（地方自治体）における監査とは、『市民や団体などに不利益や損害が被

らないようにするため、独立した立場の第三者（監査委員）が、市が行う業務

について真実性や妥当性を評価し、その結果を市民等に伝えること』です。

地方自治法第２条には、最少の経費で最大の効果を挙げること、組織や運営

の合理化に努めること、さらには、法令に違反した事務処理をしてはならない

こと等が定められています。また、市民が安心して暮らすためには、市の行財

政運営の健全性と透明性の確保が必要であり、そのために適正に監査を実施す

ることが求められます。

２.監査委員の役割 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

監査委員は、地方自治体の行財政が公正かつ効率的に行われているかどうか

チェックするため、地方自治法（第 180 条の 5）に基づいて設置が義務付けら

れている独立した執行機関です。

各監査委員がそれぞれ職権を行使する「独任制」ですので、各地方自治体に

おいて「監査委員会」という組織は存在しません。この点が、同じ条文で定め

られている教育委員会や選挙管理委員会などと異なります。

高山市の監査委員の定数は３名で、内訳は、行政運営に優れた専門性を有す

る「識見委員」が２名、議員の中から選任される「議選委員」が１名です。識

見委員の中から代表監査委員１名が選ばれることになっています。

区 分 氏 名 委員就任年月日

代表監査委員
かさ

笠
はら

原
あき

旦
ひこ

彦 平成 25 年 5 月 13 日

識見監査委員
ひ

日
の

野
す

寿
み こ

美子 令和 3年 4月 1日

議選監査委員
ぬま

沼
づ

津
みつ

光
お

夫 令和 6年 5月 14 日
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Ⅰ 監査制度のあらまし



３.監査の流れ ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫
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４.監査の種類 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

一般的に広い意味で「監査」という言葉が使われていますが、目的等によっ

て、次のとおり「監査」「検査」「審査」に分かれています。

・監査 執行状況の真実性や妥当性の検証に重点を置き、指導・助言を行う。

☞ 定期監査、随時監査、財政援助団体等監査

・検査 計数の正否を調べることに重点を置き、現状を確認する。

☞ 例月出納検査

・審査 計数の正否を確認することに重点を置き、一定の判断を下す。

☞ 決算審査

実務の上では、いずれも「監査」の概念の中で行われており、このあらまし

においては、特別な場合を除き一括して「監査」、あるいは高山市監査基準に

準じて「監査等」と表記します。
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【監査等一覧表】

高山市では、年間を通じて次の監査等を実施しています。

名 称 内 容 実施時期

定期監査

年２回期日を決めて、市の財務に関する事務の執行

及び経営にかかる事業が合理的かつ効率的に行われて

いるか監査します。

5 月頃

2 月頃

随時監査

（工事監査）

監査委員が必要と認める場合に、定期監査に準じて

実施します。

高山市においては、毎年、工事監査を実施しており、

市が実施する工事について技術士に調査委託し、専門

的な見地から監査します。

１０月頃

財政援助団体

等監査

指定管理者が公の施設を適正に管理・運営している

か監査します。

また、市が補助金を交付している団体に対して、補助

金が適正に使われているか監査します。

11月頃

1 月頃

例月出納検査
市が保管する現金の残高及び出納事務が適正に行わ

れているか検査します。

毎月25日

頃

決算審査

一般会計・特別会計及び公営企業会計等の決算内容

が正しいか、予算が適正かつ効率的に使われているか

審査します。

そのほか、基金の運用状況や財政健全化法による指

標についても審査します。

6月～8月

頃

住民監査請求

に基づく監査

市民から、公金支出、財産管理、契約締結等の財務会

計について監査請求があった場合に監査します。

◎住民監査請求とは、市民が、市長などの執行機関や職員

による財務会計の行為が違法又は不当であると認める

とき、このことを証明する書面を添えて監査を求め、必

要な措置を講ずるよう請求するものです。

随時

３



５.監査基準 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

監査基準とは、法令の規定により行う監査等の適切かつ有効な実施を図るた

めの基本事項を定めたものです。

高山市では、平成１５年に策定した監査基準に基づき監査を実施してきまし

た。しかし、基準を策定していない自治体があったり、全国的に統一したルー

ルがなかったりしたことから、監査結果の信頼性をより高めるため地方自治法

が改正され、新たな基準の策定及び公表がすべての自治体に義務付けられまし

た（地方自治法第 198 条の 4）。

令和２年４月１日施行の新しい「高山市監査基準」は、市の公式ホームペー

ジに掲載しています。 ＵＲＬ https://www.city.takayama.lg.jp/

６.監査の視点 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

監査は主に次の５つの視点で行われます。

・合規性 法令や条例等に従って適正に行われているか

・正確性 事務が正確に執行され、数字や金額、文言等が正しいか

・経済性 無駄な経費をかけていないか

・効率性 業務の簡略化や改善により、さらに能率的に処理できないか

・有効性 事業結果が所期の目的を達成し、効果を挙げているか

また、一般的に監査を行う上では、次の三つの観点が求められると言われ

ています。 ☞引用：吉野貴雄著「監査委員事務局のシゴト」（ぎょうせい）

・正確性を期すため、細部まで調べる「虫の目」

・全体の状況を的確に把握するため、高い見地から俯瞰する「鳥の目」

・危機的状況を回避するため、時代の潮流を読み解く「魚（さかな）の目」

監査は、『市の業務が正しく適切に行われていることを保証するための仕

組み』と言い換えることができます。

したがって、「対症療法」ではなく「根本療法」を目指す必要があります。

重大な事故や事件が発生しないようにするため、その前段階で不適切な事例

が起きない仕組みづくりにつながる指摘が、結果的に信頼される市政の実現

に結び付くと考えています。

４

https://www.city.takayama.lg.jp/


５

監査結果
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１．定期監査 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

市の財務に関する事務の執行や経営に係る事業の管理について、合理的かつ

効率的に行われているか、２回（上期・下期）に分けて監査を実施しました。

☞地方自治法第 199 条第 1項、第 4項

■監査対象 上期：支所 ３支所

下期：本庁 ５部

■主な指摘事項（上期）

〇公民館の使用申請において、規則に定める期間に申請されていない状況が見

受けられた。高山市公民館使用に関する規則に基づいた適切な処理に努めて

ください。

〇公民館使用の許可を受けたものは、その日に使用料を納付するものと規定し

ているが、遅延した日に納付されていた。規則に基づいた事務処理に努めら

れるとともに、実態に合った規則となるよう検討してください。

■主な指摘事項（下期）

〇例規及び要綱の制定及び改廃の際は、四半期ごとに例規集及び要綱集の内容

を更新するとしているが、6 か月程度更新が遅れているものが見受けられた。

また総務課の管理簿からも当該要綱が漏れていたため、正確に管理し更新す

るよう努めてください。

〇岐阜県小中学校教育研究会負担金は、市に従事する教職員の人数を基に算定

し納付しているが、令和 4 年度の決算書において多額の繰越金を確認した。

所管課は、多額の繰越金の発生を把握していたにもかかわらず、毎年度、同

様の算定基準で負担していた。負担金の目的に沿った事業実態となっている

か等を踏まえた上で、予算を積算してください。

６

Ⅱ 令和５年度の監査結果



２.随時監査（工事監査） ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

随時監査は、監査委員が必要であると認めたときに実施するもので、市が

発注している施工中の工事について監査を実施しました。

監査にあたっては、建築技術分野の専門知識が必要なため、県外の法人に委

託し、専門の技術士による関係書類の調査及び現地監査を行いました。

☞地方自治法第 199 条第 5項

■監査対象 １件（道路新設工事）

■主な指摘事項

〇計画・設計・積算・契約・施工・監理等について監査した結果、適正かつ効

率的に執行されているものと認めました。

なお、軽微な指摘や改善が必要な項目等については、技術士からその都度指

導がありました。

７

《現地監査の様子》

都市計画道路松之木千島線

函渠工新設工事（松之木町）



３.財政援助団体等監査（指定管理、補助金等） ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

市が行っている個人や団体等への様々な補助事業及び市有施設の指定管理

者に対して監査を実施しました。

☞地方自治法第 199 条第 7項

■監査対象 指定管理：４社

補助金等：８件

■主な指摘事項（指定管理）

〇複数の施設を管理する指定管理者において、収入実績を基準に按分して共通

経費を計上していた。市のガイドラインに基づいた適正な方法で計上するよ

う努めてください。

〇年度当初、指定管理者から市に提出する業務計画書において、宣伝及び広報

活動を指定管理者の公式ホームページで行う計画としていたが、実施されて

いなかった。また、自主事業の実施を計画していたが、事業実施も皆無であ

った。指定管理者は、実施可能な計画を提案するとともに、適切な業務遂行

に努めてください。

〇基本協定書の管理物件（備品等）に、車椅子等 7 点の記載漏れがあった。

指定管理業務の根幹を成す基本協定書の誤りを、指定期間の最終年度となる

現在まで見落としていた。速やかに基本協定書を修正するとともに、協定締

結時には、内容に誤りがないか詳細に確認するよう努めてください。

〇仕様書において、維持管理業務で雪下ろし等の除雪を行うよう規定している

が、年度協定書においては、除雪に関する費用はこれまで計上されていなか

った。積雪が多い地域であり、安全対策の面からも必要な除雪費用の予算計

上を検討してください。

８



■主な指摘事項（補助金等）

〇飛騨高山国際協会補助金は、団体運営補助として創設された平成 19 年か

ら補助単価の見直しがされることなく、継続して予算が措置されている。

しかしながら、その内容は事業に要する支出が大半を占めており、補助要

綱の記載内容と実態が相違していた。事業実態に即した見直しを検討して

ください。

〇子ども食堂運営等支援補助金の交付を受ける事業者は、飛騨保健所の指導

に基づき、所要の衛生管理を行うよう規定しているが、飲食業を生業とし

ない一部の事業者においては、営業許可手続きが不要である旨の把握にと

どまり、明確な基準を設けていなかった。要綱において、すべての事業者

を対象として、所要の衛生管理を行うよう規程しているため、所管課にお

いては、必要な管理事項を確認するなど、必要な指導を実施できるよう見

直してください。

９

《財政援助団体等監査の様子》

書類監査

（すのまたふるさと学校）

書類監査

（飛騨高山まちの体験交流館）



４.決算審査 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

前年度（Ｒ４）に予算執行した内容について、市長から審査に付された決

算書及び関係書類の計数を確認し、予算の執行と会計処理が適正かつ効率的

に行われているか審査を実施しました。他の監査を「期中監査」に例えると、

決算審査は「期末監査」に相当します。

決算及び基金の運用状況の審査結果については、審査意見書としてまとめ、

健全化判断比率及び資金不足比率（※）に関する意見書とともに、毎年、市

長等に提出しています。

また、歳入歳出決算書は、監査委員の意見を付して市議会定例会に上程さ

れ、本会議及び予算決算特別委員会において審議が行われます。

☞地方自治法第 233 条第 2項、地方公営企業法第 30 条第 2項

■監査対象 一 般 ・ 特 別 会 計：全部課（上水道課を除く）

公営企業会計水道事業会計：水道部上水道課

公営企業会計下水道事業会計：水道部下水道課

■主な指摘事項（一般・特別会計）

〇令和 4年度末の収入未済額において、多額の未済額を抱えているのは市税 5

億 4,823万円と国民健康保険料1億 7,597万円で、主な収入未済額の86.5％

を占めており、これら債権の収入未済額圧縮が喫緊の課題と考えている。

上記債権は自力執行権がある債権であり徴収担当職員が滞納処分に集中でき

るよう、催告書の発送や電話催告など、委託可能な内部事務等を洗い出し、

外部委託を検討してください。

〇老人クラブ活動費補助金において、決算書未提出のクラブや新型コロナウイ

ルスによる活動制限があったにも関わらず補助金額を見直すことなく交付し

ているなど、各老人クラブの実態を十分掌握しきれていない状況が見受けら

れた。公金が本来の目的に沿って有効に活用されるよう、適切な指導を実施

するとともに、補助金の在り方についても見直しを検討してください。
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■主な指摘事項（公営企業会計 ～水道事業～ ）

〇当年度の水道料金の減免処理状況について確認したところ、令和 4 年 8 月

以降に減免申請があったものの内、9 件が決算日の 3 月 31 日時点で未処

理となっていた。内訳は、減免対象外 2 件、還付事案 5 件 13,799 円、減

額事案 2 件 57,271 円であった。申請から最長半年以上、事務処理を怠っ

ていたこととなるため、同様の事案が発生することのないよう事務の進捗管

理を徹底してください。

■主な指摘事項（公営企業会計 ～下水道事業～ ）

〇当年度も、前年度に引き続き営業費用が営業収益を大きく上回り、営業損失

16 億 9,377 万円となった。最終的な当年度純利益は 0 円となっているが、

これは赤字補填分として下水道事業補助金 3 億 6,730 万円が一般会計から

繰り入れられた結果である。今後、多額の繰入金が与える一般会計への影響

を踏まえ、財源の確保については、使用料改定を含めた収入の改善が不可欠

となることから、事業継続のため市民の理解と協力が得られるよう努めてく

ださい。

<<<< 用語解説 >>>>

※健全化判断比率

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」においては、地方公共団体（市）の

財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものと

して、以下の４つの指標を「健全化判断比率」と定めています。

1 実質赤字比率・・・・一般会計等の赤字の大きさを表した割合

2 連結実質赤字比率・・公営企業等を含めた全会計の赤字の大きさを表した割合

3 実質公債費比率・・・市の借入金（地方債）の返済額の大きさを表した割合

4 将来負担比率・・・・地方債など現在抱えている負債の大きさを表した割合

高山市においては、全般的に良好な財政状態が維持されているため、いずれの指標

についても、算定されないか、もしくは基準数値内に収まっています。

※資金不足比率

資金不足比率は、公営企業会計ごとの事業規模に対する資金の不足額の比率のこと

です。高山市においては、すべての公営企業会計について資金の不足額がないため、

算定されませんでした。
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【一般会計の財務諸表】
高山市では、市の財政状況を客観的に把握し、効率的な財政運営などに役立

てるため、貸借対照表などの財務諸表を作成し公表しています。

令和4年度 貸借対照表 （バランスシート）

資産の部 2,284 億 4,819 万円

《行政サービスを提供するために保有し

ている財産》

●固定資産 2,051 億 4,768 万円

・有形固定資産 1,654 億 5,427 万円

☞学校や道路などの建設に使われたお金

・無形固定資産 4億 8,907 万円

☞地上権や借地権など形のない資産

・その他の資産 392 億 435 万円

☞関係団体への出資金や各種基金など

●流動資産 233 億 52 万円

☞現金や財政調整基金などすぐに現金化

できる基金、市税等の未収金など

負債の部 270 億 1,081 万円

《学校や道路等の建設のための借金な

ど将来の世代が負担するお金》

●固定負債 225 億 2,840 万円

☞負債のうち、令和６年度以降に支

払う費用

●流動負債 44億 8,241 万円

☞負債のうち、翌年度（Ｒ5）に支払

う費用

純資産の部 2,014 億 3,739 万円

《これまでの世代が負担したお金》

●純資産 2,014 億 3,739 万円

☞学校や道路等を建設するために使

われた国や県からの補助金や税金

市民一人あたりにおきかえると・・

〇土地・建物など 198 万 6 千円

〇出資金など 46 万 9 千円

〇現金など 27 万 9 千円

計 273 万 5 千円

〇借入金など 32万 3千円

〇純資産 241 万 1千円

計 273 万 5千円

◎財務諸表は、総務省が示している基準により作成しています。

◎行政コスト計算書や資金収支計算書などは、市の公式ホームページに掲載

しています。 ＵＲＬ https://www.city.takayama.lg.jp/
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５.例月出納検査 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

一般会計、特別会計、公営企業会計について、毎月の現金の出納事務処理

が適法かつ正確に行われているか、各種資料に基づき、主に次のような項目

に関する確認を行いました。

・歳入（市に入るお金）及び歳出（市から出るお金）の総額

・歳入歳出外現金（一時的に預かるお金など）の増減

・基金（目的ごとの貯金）の増減

・月末残高と金融機関の残高証明書との突合

・つり銭などの現金の保管状況

☞地方自治法第 235 条の 2第 1項

６.住民監査請求に基づく監査 ≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫≫

市民から財務会計（公金支出、財産管理、契約締結等）について監査請求が

あった場合に実施する監査です。令和５年度は請求が 1件ありましたが、内容

が住民監査請求の性質ではないため監査対象となりませんでした。

☞地方自治法第 242 条第 1項

◎住民監査請求は、市民が、市長などの執行機関や職員による財務会計の行為

が違法又は不当であると認めるとき、このことを証明する書面を添えて監査

を求め、必要な措置を講ずるよう請求する制度です。

※各監査の詳しい結果及び措置（対応）状況については、市の公式ホーム

ページに掲載しています。

ＵＲＬ ｈttps://www.city.takayama.lg.jp/

高山市役所 ＞ 行政情報 ＞ サイト内検索 ＞ 監査委員事務局

１３

https://www.city.takayama.lg.jp/


高山市の監査

監査制度のあらまし ／ 令和５年度の監査結果

令和６年５月発行

発行 高山市監査委員事務局
〒506-8555 岐阜県高山市花岡町 2-18
TEL 0577-35-3158
Mail kansa@city.takayama.lg.jp

この冊子は、監査のしくみや結果について、市民の皆さんに
分かりやすくお伝えするために作成しました。


